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塗装ブース
（スクラバー付

ブース）

乾燥炉
(低高温対応
バーナー）

塗装設備

非破壊
検査設備

アルミ表面処理設備

主要寸法 3500×800×1500【特徴】

・新潟市が所有管理する
航空機部品専用貸工場
・同一工場内で切削から塗
装までの一貫生産が可能
・小物から３ｍまで対応可能

・表面処理はNadcap取得

表面処理 適用規格
硫酸アノダイズ MIL-A-8625

AMS 2471
アルミ化成皮膜処理 MIL-DTL-
5541

機械加工エリアA
（ワークサイズ１ｍ）

機械加工エリアB
（ワークサイズ３ｍ）

マキノMAG3

３次元測定器

マキノD88Z

ほか７台

工場概要
延床面積 2880㎡ （敷地は新潟市用地） 将来拡張地 10,000㎡確保
表面処理区画 新潟メタリコン工業 （受注実績：航空機シートなど）
機械加工A 佐渡精密 （：ランディングギア部品、エンジン部品チタンなど）
機械加工B 柿崎機械 （：機体部品 アルミ）
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新潟エアロスペース㈱の設立
新潟の航空機産業を牽引し、新たな航空機産業クラスターを形成することを目指し

航空専門商社、地域商社、金融機関の参画のもと新たな取組がスタート

【商社機能＋ものづくり】

スマート工場実証

県内取引先

事業参画
長岡技術科学大学

大企業
海外市場

取引先取引先

佐渡・メタリコン・柿崎

取引先 取引先

【出資者】
双日エアロスペース
敦井産業
日本政策投資銀行

戦略的複合共同工場

県 内

航空機部品参入企業
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プロジェクト事例 製造業DXプロジェクトプロジェクト１
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○欧州最大のUAS展示会（フランス・ボルドー）
参加企業数は５２社、入場者数は５９社 １５００人。
○地方自治体支援によるUASクラスターを形成して
おり、UAS企業のインキュベーション施設もある。
タレス社の子会社であるUAS開発企業が事務局
○隣接地に空軍基地を活用したUAS試験空域を設
けている。
○主な展示は警備向けのマルチロ―タUASと軍事
用固定翼UASの民間転用提案が多い。

○UAS用の専門展示エリアを設けるがやはり
軍事向け
○マルチローター型の機体大型化には、
バッテリーが課題。当開発エンジンに関心

○世界最大のエ
アショーであり、
大型UASの野外

展示が多く軍事向
け
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【米国のＵＡＳ協会の想定では１０年後までにＵＡＳサー
ビス市場は８０億ドルの試算。うち８０％は農業利用】

・大規模農場など広域散布飛行が可能
・有人機からの切り替えによりコスト低減

【積載能力を活かした物資搬送が可能】

・日本などの人口過密地域では陸上ではなく
離島間輸送が現実的

・海外ではアフリカ、南米などの未開発地域
では道路や空港などの交通インフラの整備
を先行して拠点へのＵＡＳによる物資搬送
が有益ある。

 

1000ｋｍ

800ｋｍ

1000ｋｍ

800ｋｍ

500km

【積載能力を活かした広域探査・災害物資の搬送が可能】

・広域飛行が可能⇒ 探索・監視無人機
・災害時の緊急搬送 （本格滑走路が不用）
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貨物(カーゴ）輸送できる無人飛行機システム（ＵＡＳ)を開発中 主翼幅１２ｍ
【基本性能】

速度 １００ｋｍ／ｈ以下、航続距離 １００ｋｍ（片道）以上、積載重量 １００ｋｇ

【２０１４】 機能確認（試験ジャンプ飛行）
【２０１５】 飛行試験開始
【２０１８】 市場投入

① 地上支援システム開発
② 試験飛行空域の確保
③ 開発費

【採択事業】 経済産業省補助・ 新潟県補助

【開発費】 総額２億２千万円
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【課題解決の基本方針】
動力の見直し ⇒
新しい動力源の開発

大型マルチコプター向け
長時間稼働動力の開発

【課題】
積載重量の増加、稼働時間の延長

解決策としての
本事業のコア技術

プロジェクト1：大型マルチコプター用 小型ジェットエンジンの開発
プロジェクト2：高速ジェネレータの開発

現行ドローンの課題と本開発プロジェクト

本開発のプロジェクト

現行タイプのエンジンとバッテリー（容量を増やせば重くなる）
の組合せに限界があり、技術的ブレークスルーが必要。

次世代マルチロータタイプ（マルチコプター）でクリアすべき
技術的要件は『積載重量の増加と稼働時間の延長』の両立。

出所：総務省資料、日本UAS産業振興協議会(JUIDA)資料を基に作成

タイプ

現行タイプ 望まれる次世代

航続時間 15～45分程度 420分程度 60～90分程度

積載重量
(ペイロード)

～10kg 30～50kg ～100kg

本体価格 低価 中間 高価

本体重量 軽い 軽い方がよい 重い

次世代のマルチロータタイプ（マルチコプター）の重要課題
1） 積載重量（ペイロード）の向上
2） 航続時間の延伸
3） 価格 （ペイロード30kg前後で手頃な価格）

ドローン 市場伸長の前提となる機体の次世代スペック

【ドローンの現状と課題】
拡大する業務用ドローンでは、マルチロータ（マルチコプ
ター）が主流になると見込まれているが多くのサービス分野
（測量、輸送・宅配、農業)では、積載量や航続距離の
課題を抱えてる。
現行のマルチコプターで採用されているレシプロエンジン
＆バッテリーのシステムは、長寿命化を目指すと逆に機体
重量が増えるという構造的な課題がある。

【本開発が目指すもの】
本開発では、現行マルチコプターの課題解決策となる
『新たな動力源の開発』 を目的として、密接に関連する２つ
のモジュールの開発を行っています。
① 小型ジェットエンジンの開発 ② 高速ジェネレータの開発
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【新明和工業㈱による固定翼無人機開発の支援】
・航空機事業の新たな分野への進出を検討
・開発実証のパートナーとして新潟市と連携
・長時間滞空を実現できる機体と運用システムを開発中

【新潟市の支援内容】
・総面積７ヘクタールの未利用市有地を無償提供
・実証周辺自治会や農業関係者への周知と理解を得る
・実証に係る経費の2分の１を補助（上限1000万円）
・新潟ー佐渡間の海峡越え実証を目指す 10



都市型 貨物ドローンプロジェクト（２０２１年～）
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👉提案者 TOMPLA㈱、 ㈱ガゾウ など
👉メンバー 募集中

➢ 新潟駅直結のビルから目抜き通りを横断
しての配送に成功

➢ 都市部から郊外への 潜在的なデリバリー
の利用ニーズに対応

国内初 都市中心部でのデリバリー実証

・新潟駅前での配送実証

・新潟市中心部での配送実証 ・市街地から郊外への配送実証
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航空機メンテナンス事業
・後背地に航空機部品産業の
集積があることによるメリット
・付加価値産業の定着
・ビジネス客需要創出

•ビジネスジェット拠点

•新たなビジネスジェット施設の拠点

•外国籍機の管理施設

•小型商用機による新たなサービス

•インバウンドへの航空移動サービス

•空飛ぶクルマに繋がる
（新たなモビリティー産業の創出）

新潟空港の民営化に向けA滑走路エリアの利活用

を含め国が協議中 （活用面積約３０ha）

令和４年度内に新潟空港将来ビジョン策定
（県取りまとめ新潟市参加）

13



ホンダジェットの登場で日本でも小型機に拡大の兆候。大手商社
以外の輸入代理店も出現。首都圏では安価な格納庫が無いのが課題。
航空機投資は不動産投資より有利なためリース事業としても拡大

の可能性あり。

こうした新機種の国内販売には取得免許訓練から試乗、整備、駐機な
どの総合サービスが必要（自動車のディーラー）その集積に必要なス

ペースが新潟空港では検討可能。

（例 ホンダジェットの５．５億円対し
シーラス社 ビジネスジェット
乗客７名 価格約２億円）

クルマと称しているのは飛行機ではなくモビリィテー（乗物）という概念であり、
小型の空飛ぶ乗り物＝小型航空機＝モビリティーである。

国内メーカーが大型無人機開発を進めており、その実証を新潟で行う。
この大型無人機の先は「空飛ぶモビリティ」への参画を目指すもの。
（本年度から２か年実証補助で支援。開発地として拠点化を目指す）

ヘリ旅客事業拡大
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インバウンド旅客への新たなアクセスサービスとしてチャーター機（小型航空機）に乗
り換え、速やかに全国への移動を提供する。そのための小型機運航事業の集積を図る。
国内では八尾空港（大阪）や岡南空港（岡山）にその集積があるが主要幹線空路にはア

クセスしていない。

・世界から手配可能
・新産業育成にも繋がる
・空港が新産業の実証地

新潟空港

海外路線・
国内主要路線

新潟空港を新産業の集積地に

県内外観光地へ

ヘリポート整備

【朝日航洋が低利用ヘリを活用した旅客
チャーターを検討中（新潟空港事業所）】

新潟空港からの全ての移動を一括してサービスできるような
小型航空事業者、旅客運送事業者（総称してモビリティー事業者）
やサービス事業者を新潟空港に集積させる。
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【新潟日報 令和元７月12日】

ホンダジェットの出現により
日本の富裕層がその使い方を再認識し
今後、新たな所有方法などにより
拡大が見込まれる。

新潟空港をホンダジェットの販売店に

・ショールーム（実物が見られる）
・試乗ができる（乗り心地体験）
・保管から整備もお任せ（車庫替わり）
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新潟市実証候補地

日本海まで３ｋｍ

３００ｍ

新潟駅から２０ｋｍ
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新潟市ドローン実証地①

約４５０ｍ

約２５０ｍ
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新潟市ドローン実証地②
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約２５０ｍ

新潟市ドローン実証地③
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サポート体制
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DXプラットフォーム内でプロジェクトとして活動している皆様へ

新潟市概念実証支援補助金
新規事業の開発に際し、アイデアや構想、仮説などを現実の世界で検証する概念実証（PoC）に係る経費

を補助します。

通 常 型

上

限

100万円

補助率1/2以内

特 別 型

上

限

400万円

補助率2/3以内
※ 近未来技術を活用、または既存技術の組み合わせによる
先進的な取り組みの場合

活用事例1

○×アプリの試作開発

アプリのプロトタイプを作成し、一
定期間、顧客に使ってもらい、運用
が現実的に回るのかを検証したい

活用事例2

空モビリティを活用した
物流事業の運用検証

モビリティの飛行性能など技術的な
課題はクリアしたので、限定的にサー
ビスを展開し、運用が現実的に回る
のかを検証したい。

活用事例3

デジタルコンテンツを活用した
新たな販促ツールの開発

短期間で試作的にコンテンツを
制作し、技術的に実現できるの
か、コスト的に見合うのかを検
証したい。

申受付期間

水

▼

金

サポート体制
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